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核燃料物質使用変更許可申請書の一部補正について 

 

 

 

  核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第５５条第１項の規定

に基づき、令和４年９月９日付け０４核管六第０３５をもって申請した六ヶ所保

障措置センターの核燃料物質使用変更許可申請書を別紙のとおり一部補正いたし

ます。 
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別 紙 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

名    称 公益財団法人 核物質管理センター 

住    所  〒110-0015 東京都台東区東上野１丁目２８番９号 

代表者の氏名  理事長  下村 和生 

事業所の名称  公益財団法人 核物質管理センター 六ヶ所保障措置センター 

事業所の住所  青森県上北郡六ヶ所村尾駮字沖付４番地１０８号 

 

２．使用の場所 

   六ヶ所保障措置分析所 

   （日本原燃株式会社再処理事業所内 分析建屋の一部） 

   

３．補正の内容 

令和４年９月９日付け０４核管六第０３５をもって申請した核燃料物質使用変

更許可申請書の記述を次のとおり一部補正する。なお、詳細を別添に示す。 

（１） 核燃料物質使用変更許可申請書 「別紙 ４．変更の理由（１）」の記載を「グ

ローブボックス内での火災対応を踏まえ、グローブボックスの火災対策を強

化し、火災活動における汚染の拡大を防止するため。」に変更する。 

 

（２） 「５．予定使用期間及び年間予定使用量」において、予定使用期間を 3 年後

の年度末までに変更する。 

 

（３） 「７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備 ７－３ 使用施設の設備」

の消火設備項目にフードについて説明を追記及び配備済み消火器の種類を追

記する。 

 

（４） 「９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染されたものの廃棄施設の位置、

構造及び設備項目 ９－３－２ 固体廃棄施設の構造」 保障措置保管室におけ

る仕様項目に封入について説明を追記する。 

 

（５） 「１１．閉じ込めの機能、遮蔽その他の事項に関する使用施設、貯蔵施設及

び廃棄施設の位置、構造及び設備」において、以下の変更を行う。 

① 「(1) 閉じ込めの機能」において、放射性物質を収納する系統又は機器の

腐食対策、逆流防止、常時負圧、フードの風速維持、壁・床の構造と腐食

しにくい材料、貯蔵施設における核燃料物質を入れる容器の構造及び材料、

廃棄施設における排気設備との連結、廃棄施設における容器について説明



2 

 

を追記する。 

② 「(2) 遮蔽（へい）」において、線量告示に係る説明を追記する。 

③ 「(3) 火災等による損傷の防止」において、火災検知器等が消防法に基づ

き設置されていること、フードにおける説明及び配備済み消火器の種類を

追記する。 

④ 「(5) 自然現象による影響の考慮」において、非該当であることを追記す

る。 

⑤ 「(7) 使用前検査対象施設の地盤」において、地盤評価について説明を追

記する。 

⑥ 「(11) 使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止」において、サ

イバーテロに対する考慮について説明を追記する。 

⑦ 「(14) 飛散物による損傷の防止」において、クレーン設備により考慮に

ついて説明を追記する。 

⑧ 「(18) 使用前検査対象施設の共用」において、記載の適正化及びユーテ

ィリティ設備について説明を追記する。 

⑨ 「(20) 安全避難通路等」において、事故対策のための作業が可能となる

照明について説明を追記する。 

⑩ 「(23) 廃棄施設」において、固体廃棄物の管理について説明を追記する。 

⑪ 「(27) 通信連絡設備等」において、電話設備について具体的な説明（PHS、

専用固定電話及びファクシミリ）を追記する。 

 

（６） 「１２．使用施設等の位置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説

明書」において、各項目の記載を追記する。 

 

（７） 「１２―３ 核燃料物質の使用に必要な技術的能力の関する説明書」において、

以下の変更を行う。 

① 「表―１ 技術者の人数及び経験年数」の技術者数及び「表―２有資格者

数」の有資格者数の記載の適正化を図る。 

② 「図―１ 保安に関する組織図」について記載の適正化を図る。 

 

（８） 「別添―１ 障害対策書 ７．固体廃棄物の処理方法」において、固体廃棄物

の管理方法の説明を追記する。 

 

（９） 「別添―２ 安全対策書 ２．３ 火災検知・警報及び消火設備」において、フ

ードの火災対策の説明及び配備済み消火器の種類を追記する。 
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（１０） その他記載の適正化を図る。 

 

４． 補正の理由 

（１）変更の理由の明確化のため。 

 

（２）予定使用期間の見直しのため。 

 

（３）「核燃料物質使用許可申請書の様式」に則った記載とするため。 

 

（４）記載の適正化のため。 

 

（５） 「核燃料物質使用許可申請書の様式」に則った記載とするため。 

 

（６） 「核燃料物質使用許可申請書の様式」に則った記載とするため。 

 

（７）記載の適正化を図るため。 

 

（８）記載の適正化を図るため。 

 

（９）記載の適正化を図るため。 

 

（１０） 記載の適正化を図るため。 

 

以上 
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グローブボックスの安全機能に影響を与えないことの説明資料 
（公財）核物質管理センター 

六ヶ所保障措置センター 
設備課 

1. 現状及び消火器接続用配管接続口 
1.1 既許可における現状 

1) 六ヶ所保障措置分析所に設置されている使用施設の設備のうち、分析セル及び中
放射性グローブボックスには各々に逆止弁付きクイックコネクタを有する炭酸ガス
消火器及び逆止弁付き炭酸ガス消火器接続用配管が設置されており、核燃料物質使
用許可申請書（以下「使用許可書」という。）に記載されている。 

 
1.2 消火器接続用配管接続口 

1）低放射性グローブボックス及び質量分析用グローブボックスには消火器接続用配管
が設置されていないが、消火配管接続口（図-1 及び図-2 参照）は設けられており、
グローブボックス内側・外側共に閉止プラグにより閉止されてきた。当該消火配管
接続口に、分析セル及び中放射性グローブボックスと同様の消火器接続用配管を設
置することとした。 
         

 
                    

 
 
 
 
 
 

 
                    

 
 
 
 
 
 
 
 

閉止プラグ（外側） 

閉止プラグ 

図-1 低放射性グローブボックス消火配管接続口
（外側） 

 

図-2 低放射性グローブボックス消火配管接続口
（内側） 
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2. 消火器接続用配管の設計案 

2.1 グローブボックスに対する消火器接続用配管の設計案 

 
図-3 グローブボックスに対する消火器接続用配管の設計案 

 
 2.2 グローブボックス側末端及び消火器接続側末端の設計案 

            
図-4 グローブボックス側末端の設計案    図-5 消火器接続側末端の設計案 
 
 
 
 



【C 情報】 
六ヶ所保障措置分析所 核燃料物質使用変更許可の一部補正 参考資料 

3 
 

3. 消火器接続用配管の材質 
消火器接続配管を構成する部材の材質は以下のとおりであり、不燃性、耐酸性、耐圧

を考慮した材質を選定している。 
表-1 消火器接続用配管の材質 

番号 部材の名称 材質 
① ステンレスチューブ SUS 316 
② おすコネクタ SUS 316 
③ 90°ユニオンエルボ SUS 316 
④ カプラ（逆止弁付きクイックコネクタ型） SUS 304 
⑤ ニードルバルブ SUS 316 

 
4. 消火器接続用配管の加工方法 

消火器接続用配管の加工には溶接を用いない。ステンレスチューブの曲げ加工を行う
ほか、各部材との接続にはねじ込み及びリング圧縮式くい込み継手（スウェージロック
継手）の方法を用い、気密に組み上げる。 

 
5. 消火器接続用配管の耐震 

消火器接続用配管の耐震について、配管の耐震評価手法である「標準支持間隔法」に
て評価を行った。耐震 B クラスに耐えることが出来るオーステナイトステンレス鋼製、
保温材無しの条件における配管の支持間隔の全ての基準値について設計案は満たしてい
ることから、消火器接続用配管は耐震 Bクラスの地震力に耐えることが出来るといえる。 

 
6. 消火器接続用配管の閉じ込め 

消火器接続用配管の閉じ込めは、グローブボックスに接続された消火器接続用配管全
体で担保されるが、消火器が接続されるカプラ（逆止弁付きクイックコネクタ型）が重
要となる。選定したカプラは、消火器側のおす型カプラが接続されない限り開放となら
ない構造である。 

表-2 カプラの構造と特徴 
カプラの形式 概略図 カプラの特徴 

両路開閉型 

 

 

おす型・めす型カプラの両方にバルブを内蔵し、分離時
に流体が流出しない構造。 
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7. 消火器接続用配管の逆流防止 
グローブボックスの雰囲気が消火器接続用配管の外に逆流しないようニードルバルブ

を設置し、ニードルバルブは消火作業を行うとき以外は常時閉止する。また、消火器接
続用配管が接続されたグローブボックスは使用状態であり、常時負圧に保たれているた
め、消火配管接続口の内側の閉止プラグを取り外した際は配管内の雰囲気がグローブボ
ックス側に引かれることによりグローブボックス内の雰囲気が逆流することはない。 

 
8. 消火器接続用配管の接続に伴う負圧への影響 

消火器接続用配管に使用するステンレスチューブは外径 10ｍｍ、厚さ 1ｍｍとなって
おり、設計案より最長の管路長が 2470ｍｍとなっている。この条件から算出される消火
器接続用配管の容積は 0.124ℓであり、グローブボックスの容積 1,125ℓである。グロー
ブボックスの容積に比して消火器接続用配管の容積は 1 万分の 1 であり、グローブボッ
クスの負圧に対して影響を与える事は無い。また、グローブボックスは使用状態であり、
常時負圧に保たれている。 

 
9. 消火器接続用配管の設置工事 

消火器接続用配管の設置工事は、消火配管接続口の内側の閉止プラグを維持した状態
で外側の閉止プラグを取り外し、外側の消火配管接続口に消火器接続用配管をねじ込み
式にて設置する。 

 
10. 消火器接続用配管の検査 

消火器接続用配管は、設置完了後に消火配管接続口の内側の閉止プラグを維持した状
態で耐圧検査及び漏洩検査を行い、設計圧力 0.98MPa に耐えかつ漏洩が無いことを確認
する。 

 
11. 結論 

消火器接続用配管は、2.から 10.までの項目に対して考慮された設計・設置・検査を行
うためグローブボックスの安全機能に影響を与えない。 

以上 
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